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Ａ．研究目的 

乳幼児期の栄養不良が、 その後の学童期、

さらには成人期の慢性疾患（高血圧、糖尿病，

脂質代謝異常等）のリスクを増加させることが

指摘されており、食事・食生活の課題を把握し、

その課題と特徴に応じた適切な支援を行うこ

とは、その後の子どもの食生活（例えば、肥満

予防、栄養バランスのよい食事・間食の摂取な

ど）によい影響を与える。 

乳幼児健診と他健診のデータの連結により、

健康・栄養状態や食生活習慣について継続的な

モニタリングを行うことにより、発育に関わる

心配事の早期発見につながるであろう。 

本研究では、自治体の支援現場における幼

児・学童の其々の食生活の実態や取組の際に表

出した課題に基づき、幼児期から学童期までの

継続的な支援の必要性を認識し、独自の継続支

援事業を実施している事例について検討した。

そして、幼児期、学童期、双方の支援者の連携

協力を促す可能性について考察した。 

 

Ｂ．研究方法 

１．調査方法 

１）幼児、学童の栄養問題を含む課題について

の政策研究（厚生労働科学研究等）を実施して

いる研究代表者、または、子どもの教育・福祉

政策に関する委員会の委員経験がある４名に、

本研究の主旨を説明し、調査対象となる可能性

のある自治体・組織についての情報を尋ねた。

情報が得られた自治体について、ホームページ

研究要旨 

学童期の食の課題を見据えた幼児への食支援事業の事例から、継続的な支援に重要な事項を検
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や資料から事業内容を確認し、本研究の目的に

該当すると考えられた市町を抽出した。その結

果、関東・中部地域の４都県 7市町７事業が対

象となった。 

２）対象自治体の市・町長または部署の長に、

研究の主旨、調査方法、質問事項について説明

し、調査への協力依頼を行い、事業の担当部署

と調査方法についての詳細を検討した。その結

果、質問事項について、事前に自治体内で検討

してもらった上で、インタビュー時に、自治体

の代表者が回答することで調査の承諾を得た。 

３）調査項目は，取組の事業名、実施の背景、

事業のねらい、具体的な取組内容、効果（評価

指標を含む）であった。インタビューにかかる

時間は、30分程度とした。回答する代表者は、

事業の責任者または事業担当者であった。しか

し、回答者以外の事業担当者（管理栄養士・栄

養士、保健師、保育士、歯科衛生士等）もイン

タビュー時に同席することが多かった。 

４）インタビューは、平成 30年 8月から平成

31年 2月まで、実施した。 

 

２．分析方法 

１）聞き取った内容の音声データを逐語化し、

テキストデータに変換し、さらに、事業に活用

された資料等から得た情報を補足し、データベ

ースを作成した。 

２）質的分析の手法を応用して分析を行った。

まず、データベースの文章について、ひとつの

意味を示す一文毎に区切った。その後、意味が

類似すると判断された文を１文にまとめ、主内

容を示す１文を作成した。その際には、できる

限り、回答者が発言した表現を用いて文を作成

した。 

３）上記の文を、事業名、取組が開始されるき

っかけとなった事業とその際に確認された課

題と次への展開、事業のねらい、対象者、開催

頻度、内容、事業の実施者に分類し、整理した。

その後、幼児期、学童期の両者の共通課題とし

て捉えられていた食行動指標を抽出した。これ

らの作業は、乳幼児期、学童期の栄養・食事・

食生活に関する研究または実践を行っている

者、４名の管理栄養士で確認した。 

（倫理面への配慮） 

本研究は、国立保健医療科学院研究倫理審査

委員会での承認を得て実施した（承認番号：

NIPH-IBRA#12203）。 

 

Ｃ．研究結果 

乳幼児期から学童期への食の課題のつなが

りに着目し、継続的な視野での事業を実施し

ている７つの事例を、表 1に示した。表に

は、事業名、事業のねらい、対象者、開催頻

度、内容、事業の実施者、幼児期・学童期の

両者の課題と捉えた食行動指標を示してい

る。 

 事業名には、「１歳からの食事と歯の教室（T

市）」、「手軽においしく旬野菜を食べよう！野

菜ソムリエが手軽なレシピをご提案！（T市）」、

「つどいの広場（K 市）」、「幼稚園児と小学校

児童との合同での給食の体験（S 区）」、「食育

教室（K市）」、「第 3次食育推進計画策定のた

めの情報交換会（S 市）」、「保健所管内市町村

共通の「栄養相談票」の開発（G 県）」をあげ

た。そのうち、４つの事例について以下に記

載する。 

 

（１）「手軽においしく旬野菜を食べよう！

野菜ソムリエが手軽なレシピをご提案！」

（T市） 

 

本事業が開催されたきっかけは、本市の健康

増進計画における優先課題に、野菜摂取量が全

国に比べ少ないことがあげられていたことで

ある。野菜摂取量が少ない要因に、幼児期から
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の生活習慣が関連しているのではないかと考

えられた。そこで、管理栄養士が、幼児健診時

に母親を対象に実施した食事セミナーへの参

加者に「子の食事・食事づくりに関するアンケ

ート調査」を実施した。その結果、母親は一生

懸命、食事の準備をしてはいるが調理に関する

知識と技術が不足し、美味しい料理を提供でき

てない可能性があること、一方で、母親は子ど

もが野菜を食べないことを心配していること

が確認された。 

そこで、親が野菜の特性を理解し、食材を生

かした調理法を活用し、美味しい料理を短時間

で準備する工夫を理解する機会を増やしても

らうことで、子どもの野菜嫌いを改善すること

をねらいとした事業を実施している。 

野菜の特性を教える講師に、野菜ソムリエ

（料理研究家）を設定し、対象は、幼児期のみ

でなく、子育て中の市民を対象に広く設定し、

年に 2 回、旬の野菜と美味しい調理法の実演、

参加者全員での調理実習を含めたセミナーを

実施している。子どもの偏食、野菜嫌いの減少

を目指している。 

教室の運営は、管理栄養士が企画・実施・評

価する。時折、保健師も当日スタッフとして参

加し、保護者の調理の様子を一緒に観察し、栄

養指導の意義を相互に理解する機会となって

いる。 

本セミナーの開始後に把握された保護者の

ニーズとして、調理法（煮る、炒める、ゆでる

等）を理解していなかった者が複数いたことで

あった。従って、セミナーでは、調理用語とそ

の実際のデモンストレーションを行うことで

理解してもらっている。本事業の内容は、同市

教育委員会主催の学校保健委員会においても

情報共有され、議論された。 

 

（２）「つどいの広場」（K市） 

 

乳幼児健診での育児・栄養相談において、保

護者から同じ月齢の子をもつ母親同士の情報

交換を行う機会が少ないことの悩みがあげら

れ、自由に情報交換できる場があればよいとの

認識に至った。そこで、子どもの健康や食事に

関わる悩みを保護者同士で共有し、其々の経験

からアイディアを交換し、さらに、保護者の心

理的な負担を軽減させることを狙いとする場

を提供することになった。対象は、子どもをも

つ母親が自由に参加する。１年間に６回、開催

される。最初の時間のみ、市の栄養士・保健師

もつどいに参加し、短時間の講話を行い、母親

の心配事等について相談をうける。その後は、

参加者が自由に会話したり、昼食を食べたりす

る場としている。 

 

（３）「幼稚園児と小学校児童との合同での給

食の体験」（S区） 

 

幼稚園での昼食は弁当である為、小学校入学

後の給食の食事内容との違い、給食時間の食べ

方に、幼稚園とのギャップがあることが課題と

なっていた。また、学校給食の残食を減らすこ

とが課題であった。ある年、幼稚園と小学校と

の協力で、小学校入学前のイベントとして「幼

稚園年長組と小学校 1 年生の合同給食体験イ

ベント（給食を一緒に食べ、学校栄養職員から

給食についての話を聞く）」を実施した。その

結果、このイベントは幼児にとって鮮明な印象

を残し、その後、新一年生となった子どもの給

食に対する態度が良好であり、「楽しく食べる」

ことへの影響が観察された。さらに、学校栄養

職員が行った「給食についての話」の内容を覚

えていた者が複数みられた。 

このように幼稚園と小学校では、弁当から給

食への移行が行われやすくなることを確認し
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たため、その後も、本事業は、継続して実施さ

れている。食事（給食）を楽しむ者の増加、食

事の適量を理解する者の増加、栄養バランス

（主食・主菜・副菜のそろう）の理解と良好な

者の増加を期待している。 

 

（４）幼児期から学童期までの一貫した食育教

室（K市） 

 

K 市において食育教室が開始されたきっか

けは、当時の小中学生を対象とした市の調査や、

妊婦および乳幼児を対象とした市と大学との

共同調査事業の結果から、市民の野菜摂取状況

等の問題が明らかとなり、食生活支援方法を見

直すこととなったことである。そこで、食事量

や食べ方を理解しやすいツール「〇〇式手ばか

り（○○は K 市内の地名）」と教材（歌・踊り

含む）を開発し、市・保育所が協力し、幼児が

歌と踊りで食事量を学習する教育事業を実施

している。さらに、小学校入学後にも、食事の

適量、食べ方の学習を進めている。その為、保

育所、小学校両者で活用できる教材を開発して

いる。 

 

Ｄ．考察 

１．論点の整理 

事業に共通する点として、幼児への支援を行

っている管理栄養士・栄養士が認識した食の課

題について、他の専門職（例：保健師、歯科衛

生士、幼稚園教諭、保育士等）も同様に認識さ

れていたことである。その結果、多職種による

分野横断的な継続的支援が実施されている。ま

た、第三者（大学・研究機関等）が自治体に協

力することで、事業の予算化、事業化に至って

いる。 

 

２．幼児健診事業の栄養領域の企画を行うため

のポイント 

 

幼児健診事業の栄養領域の企画を行うため

の必要なポイントには、次の点がある。 

 

（１）幼児の発育・食生活の課題を複数の専門

職で共有し、認識する。 

 

管理栄養士・栄養士がキーパーソンとなり、

多領域の専門職（管理栄養士、保健師、歯科衛

生士、保育士等）が子どもの食事・食生活につ

いての課題や取組を共有し、その結果として、

分野横断的な継続的支援を目指した幼児や学

童への支援・教育が実施されている。第三者組

織（例；大学・研究機関、保健所等）がそれら

課題を共有、取組への協力を行うことで、事業

の予算化に至るようである。 

 

（２）子ども・保護者への効果的な支援の方法

を検討する。 

 

子どもの食生活の課題の背景に、保護者の課

題が関連していることがある。例えば、保護者

における子どもの食事の栄養バランスの理解

の不足、年齢に合わせた食事の適量や食べ方に

ついての理解の不足、保護者の食事づくり力の

不足があることが考えられる。子ども・保護者、

両者の支援を検討することが重要である。 

 

（３）支援の効果を評価するための指標を検討

する。 

 

本事例において、着目されていた食行動の指

標には、「偏食の減少」、「朝食欠食の者の割合

の減少」、「食事の適量を理解する者の増加」、

「栄養バランス（主食・主菜・副菜のそろう）

への理解」「食事を楽しむ者の増加」がみられ
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た。しかし、それら以外にも重要な視点（例え

ば、共食、等）があると考えられる。自治体の

既存事業や支援の特徴的な効果が反映されや

すい、また、様々な職種や領域の支援者が理解

しやすい指標の検討が重要である。 

 

Ｅ．結論 

 幼児期・学童期、両ライフステージの食の課

題のつながりを見据えた継続的な支援が重要

である。 
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表 1 乳幼児期から学童期への食の課題を共有し継続的支援を視野に入れた事業の例 

 

 1 2 3 4 

事業名 

（自治体） 

１歳からの食事と歯の教室 

（T市） 

手軽においしく旬野菜を食べ

よう！野菜ソムリエが手軽な

レシピをご提案（T市） 

つどいの広場 

（K 市） 
幼稚園児と小学校児童

との合同での給食の体

験（S区） 

ねらい 幼児期の発育（口腔機能）のス

テップと食事について学習す

る機会を提供する。 

子の野菜嫌いを改善するため

に、親が野菜の特性を理解し、

子が野菜を好きになる為の調

理法を理解し活用の機会を増

やしてもらう。 

食に関わる悩みを皆で共有し、悩

みを解消する。 

幼児が学校給食を理解

する。 

対象者 ３回食になれた頃の子の親 子育て中の市民 子をもつ母親 幼稚園の園児（年長

組） 

内容 親に健康な食事（料理）の例を

示した後、その料理の調理法を

実演する。食品の固さや味を確

かめつつ料理の試食を行う。事

業後には、学校保健委員会にて

意見交換を行う。 

野菜ソムリエから、旬の野菜と

美味しい調理法の実演を行っ

た後、参加者全員で調理実習を

行う。 

最初の時間のみ、市の栄養士・保

健師も参加し、短時間の講話を行

い、親の心配事等について相談を

うける。その後は自由に会話す

る。 

小学校入学前の幼児が

小学校低学年児童と一

緒に給食を食べ、学校

栄養職員の話を聞く体

験をする。 

事業の 

実施者 

管理栄養士 

歯科衛生士 

管理栄養士 

保健師 

管理栄養士 

保健師  

幼稚園教諭 

学校栄養職員 
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 5 6 7 

事業名 

（自治体） 

食育教室 

（K 市） 

第 3 次食育推進計画策定

のための情報交換会 （S

市） 

保健所管内市町村共通の「栄

養相談票」の開発（G 県） 

ねらい 市・保育所が協力し、幼児が

歌と踊りで食事量を学習す

る。 

栄養士等が食育に関する

情報交換を行い、問題や課

題に対する取組の情報を

共有し食育の取組に活用

する。 

保健所管内市町村間で共有で

きる「栄養相談票」を作成し、

乳幼児健診からデータを蓄積

し集計システム化を行う。 

対象者 市内全保育園の園児 食育事業に携わる管理栄

養士・栄養士 

県庁・保健所・市町村の行政

栄養士 

内容 幼児期から学童期まで食事

量と食べ方の学習が継続さ

れる。子ども用と大人用教

材が開発され、保育所、小学

校の両者で活用されてい

る。 

グループワークを行い、ライ

フステージ毎の食の課題と

取組内容について確認する。 

保健所と複数市町村が連携

し、乳幼児の発育モニタリン

グを実施し、地域の食生活の

課題の特徴、対応の在り方に

ついて情報交換を行い、解決

策を探る。 

事業の 

実施者 

市町村管理栄養士 

食生活推進員 

 

保健センター管理栄養士、

小・中・特別支援学校の栄

養教諭・学校栄養職員等、

健康増進課管理栄養士 

県・保健所・市町村管理栄養

士 

 


